
災害とともに特集 災害とともに

1.　はじめに

わが国では，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨，
平成 28 年熊本地震，平成 29 年 7 月九州北部豪
雨，平成 30 年 7 月豪雨，令和元年東日本台風な
ど，毎年のように全国各地で自然災害が頻発し，
甚大な被害が発生している。
気候変動の影響等により，激甚化・頻発化する

水災害や切迫する大規模地震から国民の命と暮ら
しを守るためには，これまでの教訓や検証を踏ま
えた対策が必要である。
国土交通省ではその総力を挙げて，抜本的かつ

総合的な防災・減災対策の確立を目指すため，「国
民目線」と「連携」をキーワードとして施策の検

討を進め，令和 2年 7月に「総力戦で挑む防災・
減災プロジェクト」として主要 10 施策をとりま
とめた。
その後，令和 3年 6月にも，「住民避難」と「輸
送確保」のための対策を中心にプロジェクトをと
りまとめた。
これまで，プロジェクトの PDCAサイクルを
回しながら，施策の実行に必要な予算要求や制度
改正を行い，プロジェクトを着実に推進するとと
もに，災害対応等を踏まえプロジェクトの充実・
強化を図るなど，継続的に取り組みを推進し，施
策の進捗状況等を踏まえ，防災業務計画等への反
映を図っている（図－ 1）。
令和 4年 6月に，令和 3年 7月の熱海市の土砂
災害や令和 4年 3月の福島県沖を震源とする地震
などの災害の教訓も踏まえ，プロジェクト全体の

充実・強化を図った「令和 4年度 総
力戦で挑む防災・減災プロジェクト」
（以下，「令和 4年度プロジェクト」と
いう）をとりまとめた。
本稿では，強化すべきテーマや近年
の災害リスクへの対応等を中心に，令
和 4年度プロジェクトの概要を紹介す
る。
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図－ 1　防災・減災プロジェクトの PDCAサイクル（イメージ）
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2.　強化すべきテーマ

令和 4 年度プロジェクトでは，令和 3 年度の
7・8 月の大雨や 10 月の千葉北西部の地震，2月
の札幌圏を中心とした大雪や 3月の福島県沖を震
源とする地震等，全国各地で甚大な災害が発生し
（図－ 2），そこで明らかになった課題に対し，施
策の充実・強化を図るため，強化すべきテーマと
して「再度災害の防止」と「初動対応の迅速化・
適正化」の二つを設定した。
また，施策の充実・強化に当たっては，関係省

庁や企業等も含めたさらなる連携促進，リスクコ
ミュニケーション，デジタルトランスフォーメー
ション（DX）の三つのツールを積極的に活用す
ることとした。

⑴　再度災害の防止
激甚化・頻発化する災害等に対し，同様の被害

を繰り返し発生させないために，「盛土による災
害の防止」，「同地域で繰り返し発生する被害の防
止・軽減」，「多発する同種の被災形態の被害の防
止・軽減」の三つの観点に基づき，ハード・ソフ
ト一体となった事前防災対策をより一層加速化

し，持続可能な社会の実現を目指す。
以下に，「再度災害防止」のための課題や対応
状況，今後の取り組みについて紹介する。
①　盛土による災害の防止
令和 3年 7月に静岡県熱海市で大雨に伴って盛
土が崩落し土石流が発生したことにより，甚大な
人的・物的被害が生じた。宅地の安全確保，森林
機能の確保，農地の保全等を目的とした各法律に
より，開発を規制していたが，各法律の目的の限
界等から，盛土等の規制が必ずしも十分でないエ
リアが存在すること等を踏まえ，令和 4年 5月に
「宅地造成等規制法の一部を改正する法律」を公
布し，危険な盛土等を全国一律の基準により包括
的に規制する法制度を構築した（図－ 3）。法律
の円滑な施行のため，都道府県等による基礎調査
や区域指定などの実施に向けた運用ガイドライン
の策定・周知や助言等を行う。
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【台風第10号経路】

【台風第9号経路】

【台風第14号
経路】

5強

5強

5弱

5強

5強

6強

5弱

5強

土石流による被害
（令和3年7月の大雨，静岡県熱海市）

六角川水系六角川の浸水
（令和3年8月の大雨，佐賀県武雄市）

風水害（主な被災地域）

地震（震度）5弱

土砂災害（主な被災地域）

【凡例】

噴火

JR北海道の除雪作業
（令和4年2月の札幌圏大雪，北海道札幌市）

（出典）NHK

発災翌朝の状況
（令和3年10月の千葉北西部地震，埼玉県川口市）

東北新幹線の電柱傾斜
（令和4年3月の福島県沖地震）

図－ 2　令和 3年度の主な災害

平地部

森林

農地

図－ 3　規制区域のイメージ
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②　同地域で繰り返し発生する被害の防止・軽減
令和 3年 8月の大雨で，福岡県久留米市や佐賀
県武雄市において内水被害が発生した。当該地域
では過去にも同様の被害が発生している。排水機
能の強化，土地利用規制，流出抑制対策，浸水状
況の迅速な把握など，新技術も活用し，内水対策
のより一層の強化を図る。
地震や大雨等で一度被災し，復旧した施設等が
再度被災を受けた事例が発生した（図－ 4）。被
災した施設について，将来，同規模の地震や大雨
等が発生しても，その施設が繰り返し被災しない
ための対策等を検討する。

図－ 4　昭和大橋　橋脚支承が被災（令和 4年 3月）

③　多発する同種の被災形態の被害の防止・軽減
近年，激甚化・頻発化する豪雨災害により，河
川に架かる鉄道橋梁の傾斜や流出，河川に隣接す
る区間の道路の流出などの被害が発生している。
令和 3年 8 月の大雨では，JR 東海の橋脚傾斜や
国道 41 号の道路流出などの被害が発生した（図
－ 5）。
河川に架かる鉄道橋梁に対しては，令和 3年 9

月に，JR河川橋梁対策検討会を開催し，「鉄道河
川橋梁における基礎・抗土圧構造物の維持管理の
手引き」に基づき，被災時に影響の大きい橋梁を
対象とした総点検を実施している。今後，点検結

果に基づき，橋脚根固め工等の必要な対策を実施
する予定としている。
河川に架かる道路橋，河川に隣接する道路構造
物に対しては，渡河部の橋梁や河川に隣接する道
路構造物の流失防止対策を実施している。道路土
工構造物点検要領に河川隣接区間の盛土および擁
壁を点検対象として追加する。

⑵　初動対応の迅速化・適正化
一刻も早く，被災地域の状況を把握し，通常の
平穏な暮らしを取り戻すことができるよう，「被
災状況の早期把握」，「交通インフラ等の早期利用
再開」の二つの観点に基づき，災害発生時の初動
対応をより一層強化し，災害対応力の高い社会の
実現を目指す。
以下に，「初動対応の迅速化・適正化」のため
の課題や対応状況，今後の取り組みについて紹介
する。
①　被災状況の早期把握（厳しい状況下での被災
全容把握）
下北半島北部や熱海市域での大雨災害や千葉県
北西部地震に関して，
・本州最北端での発災かつ道路被災による通行止
めなどアクセス困難
・防災ヘリによる調査が不可能な荒天
・発災地域の地整防災ヘリが点検整備中
・夜間発生のため防災ヘリからの目視調査が不可
能
など悪条件の影響により，早期に被害の全容把握
が容易ではなかった。そのため，点検サイクル最
適化等による防災ヘリの広域運用体制の強化，他
機関ヘリ（民間含む）との連携推進等により，防
災ヘリの即応体制を強化する。また，天候や時間

国道41号の被災状況

至 名古屋

至 富山

JR東海飯田線橋梁被災状況

傾斜
（約4.5度傾斜）

洗掘

延長
約10

0m，
幅約
4m，

高さ
約6m

図－ 5　令和 3年 8月の大雨の被災状況

小型SAR衛星コンステレーションSAR衛星（ALOS-4)
（提供：©iQPS Inc.）（提供：JAXA)

図－ 6　最新技術手法の例
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帯等によらず調査可能な最新の技術手法（衛星，
ドローン等）の活用について検討を推進する（図
－ 6）。
②　交通インフラ等の早期利用再開
1）　鉄道の運転再開の早期化
令和 3年 10 月 7 日に発生した千葉県北西部

を震源とする地震（以下，「千葉北西部地震」
という）においては，揺れの小さい地域の鉄道
は順次運転再開した一方，揺れの大きい地域で
は施設点検に時間を要した。地震発生後の鉄道
運転再開の早期化のため，地震計の増設等によ
り，揺れの大きい範囲をできるだけ絞り込んで
点検を行うなどの取り組みをさらに推進する
（図－ 7）。

既設地震計
新設地震計

運転見合わせ路線
運転可能路線

震度5強

震度4

震度4

震度4

震度5強

震度5強

図－ 7　地震計の増設（イメージ）

2）　鉄道の運転再開情報の適切な情報発信
千葉北西部地震では，首都圏の多くの鉄道が

運転を一時的に見合わせた。特に揺れの大きか
った一部路線においては，点検等により運行再
開が深夜・明朝となった。列車運行再開等によ
り滞留者は解消したものの，一部路線において
明朝の運行に減便が生じ，一部駅で通勤通学者
の行列が発生した。令和 3年 10 月 27 日に鉄道
事業者と開催した会議において，運休情報，減
便情報に関し適切な情報提供の検証を指示，国
土交通省として，発災時の適切な情報発信につ
いて都度状況把握・フォローを実施している。
現在，内閣府や鉄道事業者とともに，自治体や
経済界等とも連携して適切な情報発信を含む帰
宅困難者対策について検討している。

3）　記録的大雪による鉄道の長期運休の改善
令和 4年 2月，記録的な大雪により，札幌都
市圏を含め JR北海道の複数の路線で長期にわ
たり運休が発生した。通勤・通学などの地域の
足としての機能に加え，観光・物流など社会経
済活動にも影響を与えることから JR北海道は
「令和 4年 2 月札幌圏大雪による大規模輸送障
害発生を踏まえた対策検討委員会」を設置し，
改善策をとりまとめた。
《検証項目》
・�降積雪状況の確認，早めの運転規制と運転計
画策定
・災害級の大雪に対する除雪体制
・利用者への情報提供
・降積雪に対応する鉄道施設
《今後の取り組み》
・�降雪カメラ等の新設，気象予報会社からの情
報収集の強化
・災害級の大雪時における外部応援の要請
・情報提供の品質向上
・除雪機械および融雪設備の増強

3.　近年の災害リスクへの対応

⑴　線状降水帯の予測精度向上
令和 3年 6月 17 日より，「顕著な大雨に関する
気象情報」の発表を開始している（図－ 8）。ま
た，令和 4年 6月より，線状降水帯による大雨の
可能性の半日程度前からの呼びかけを開始した。
引き続き，水蒸気観測等の強化，気象庁スーパー
コンピュータの強化や「富岳」を活用した予測技

今後の雨（3時間降水量）

図－ 8　 顕著な大雨に関する気象情報の発表例  
（令和 3年 8月 13日）
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術の開発等を早急に進めることで，段階的に防災
気象情報を改善していく。
今後，これらの情報も含めた防災気象情報を受
けたタイムライン作成に向け検討する。

⑵　火山噴火等に伴う潮位変化に対する情報発信
令和 4年 1 月 15 日に発生した，フンガ・トン
ガ -フンガ・ハアパイ火山の噴火による潮位変化
に関する情報発信における課題を踏まえ，「遠地
地震に関する情報」を活用した情報発信や（図－
9），有識者による潮位変化メカニズム等を分析す
るとともに，情報発信のあり方をさらに検討する。

⑶　切迫する大規模地震への対応
令和 3年 12 月，日本海溝・千島海溝沿いの巨
大地震の被害想定について公表された（図－
10）。日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る
地震防災対策の推進に関する特別措置法の一部改
正を受け，対策計画の変更に向け検討を開始する。

4.　主要 10 施策の取り組み状況

令和 2年 7月にとりまとめた国民の命と暮らし
を守る以下の 10 の施策パッケージについて，施

策の充実・強化を図り，防災・減災の取り組みを
強力に推進していく。
①　あらゆる関係者により流域全体で行う「流域
治水」への転換
②　気候変動の影響を反映した治水計画等への見
直し
③　防災減災のための住まい方や土地利用の推進
④　災害発生時における人流・物流コントロール
⑤　交通・物流の機能確保のための事前対策
⑥　安心・安全な避難のための事前の備え
⑦　インフラ老朽化対策や地域防災力の向上
⑧　新技術の活用による防災・減災の高度化・迅
速化
⑨　わかりやすい情報発信の推進
⑩　行政・事業者・国民の活動や取り組みへの防
災・減災視点の定着

5.　おわりに

今年度も全国各地で災害が発生し，甚大な被害
が生じた。引き続き，災害対応等を踏まえ，プロ
ジェクトについて不断の見直しや改善を行い，国
土交通省の防災・減災に関する取り組みのさらな
る充実・強化を図ってまいりたい。

（注）火山が日本に近い等の場合、「遠地地震に関する情報」を出さずに、津波警報・津波注意報を発表する場合がある

遠地地震に関する情報 遠地地震に関する情報 津波警報・津波注意報
（基準に達している場合）

図－ 9　「遠地地震に関する情報」を活用した情報発信

日本海溝モデル 千島海溝モデル

推計項目 日本海溝地震 千島海溝地震

死者数 約 199,000人 約 100,000人

低体温症要対処者数 約 42,000人 約 22,000人

全壊棟数 約 220,000棟 約 84,000棟

経済的被害額 約 31兆円 約 17兆円

＜被害が最大となるケースにおける推計値＞

図－ 10　日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被害想定
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